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‘１４ 基本計画策定に向けての経緯

• 宇宙産業部会⇒衛星開発が30年以降無い、産
業界が先の計画が立たないとの危機感

• 自民党⇒「5年で2.5兆」が実現できていない。
産業化強化と安全保障との連携を強めよ。

• 政府⇒国家安全保障戦略制定。日米包括対話
等：宇宙はきわめて大事な安全保障ﾂｰﾙと認識

• ６から８月：各省協議経て中間取りまとめ策定
• ９月：宇宙開発戦略本部会合で指令下る
• ９月～年末：新宇宙基本計画に向けた検討



安倍内閣総理大臣による指示（2014.9.12)

（宇宙開発戦略本部会合（第８回））
• 前回の宇宙基本計画の策定以降、我が国を取り巻く外交・安全保
障環境は急速に変化しており、我が国の安全保障上、宇宙の重
要性は著しく増大しています。

• 一方、我が国では宇宙関連企業の事業撤退・人員減少が相次ぐ
など、自前で宇宙開発利用を行う産業基盤がゆらぎつつあり、そ
の回復・強化が喫緊の課題となっています。

• こうした状況を踏まえ、新たな「宇宙基本計画」を策定致します。
• 新計画は、安倍政権の新たな安全保障政策を十分に反映すると
ともに、投資の「予見可能性」を高め、宇宙産業基盤を強化するた
め、１０年の長期整備計画と致します。併せて、厳しい財政制約を
踏まえ、出来る限り施策の優先順位を明らかにしたいと思います。

• 山口大臣が中心となって、関係閣僚と連携して、年末をめどに、新
基本計画を策定して頂きたいと思います。



Ⅰ.宇宙を取り巻く状況の変化
（１）安全保障への宇宙の積極的利用の必要性

• 宇宙空間におけるパワーバランスの変化
– 米ソ対立の二極構造から多極構造へ、新興国市場の拡大
– アジアにおける脅威：ミサイル、ASAT実験等

• 宇宙空間の安全保障上の重要性増大
– 国家安全保障戦略の策定（2013.12)

• 宇宙・海洋・サイバー
– 日米宇宙協力の新しい時代の到来

• 日米包括対話（’14.5):米の宇宙アセットの抗たん性の向上希望
• SSA、MDA、測位衛星、リモセン等の連携に強い関心

• 共有空間としての宇宙の安定的利用への危機感
– デブリへの危機感、衛星の破壊等の社会インパクト増大

• 地球規模課題の深刻化と宇宙の重要性増大
– ｴﾈﾙｷﾞ、気候変動、大災害、食糧問題、‐‐‐‐‐‐‐‐
– 宇宙による解決に向けての日本のリーダーシップのチャンス



Ⅰ.宇宙を取り巻く状況の変化
（２）宇宙産業の停滞

• 「30年問題」：平成30年以降開発衛星がゼロに
• 単年度の予算措置の積み上げでしかない計画

– 企業の設備・人員投資計画が立たず（「予見可能性」なし）

• 官需依存の宇宙機器産業（官需率：92％）
– 海外市場への進出の伸び悩み（通信衛星、ロケット.....）
– 国内民生利用においても使うのは海外の衛星・ロケット
– 需要の少なさ⇒部品や機器製造の国内での維持が困難

• 科学技術と安全保障・産業振興の有機的ｻｲｸﾙの不在
– 研究開発の成果が宇宙産業の振興につながらない
– 安全保障の技術成果が関連産業の高度化につながらない



経産省資料 基本政策部会
（2014.7.18)



NEC西村委員資料 宇宙産業部会（2014.2.28)



SJAC資料 宇宙産業部会（2014.2.28)

宇宙産業の停滞（民需・外需の停滞）



宇宙政策の目標

• 首相指令「新計画は、安倍政権の新たな安全保
障政策を十分に反映するとともに、 投資の「予

見可能性」を高め、宇宙産業基盤を強化するため、

１０年の長期整備計画と致します。(2014.9.12)

• 宇宙安全保障の確保
• 民生分野における宇宙利用の推進

• 宇宙産業および科学技術基盤の維持・強化

基本計画の３本柱



(1)安全保障関連の宇宙政策
• 宇宙(衛星等）の安全保障分野における活用の強化

– 準天頂衛星（４機の確実な実現、7機体制への展開）
– 情報収集衛星（機数増で時間分解能向上、データ中継衛星）
– 防衛省Xバンド通信衛星、赤外線による早期警戒、等

• 日米の宇宙連携強化の枠組みの中で
– 宇宙状況監視(SSA)、海洋監視(MDA)、衛星測位分野から
– 米宇宙アセットの抗たん性の向上への寄与
– 欧州、豪、印、ASEAN諸国との協力

• アジアをはじめとする各国との宇宙協力体制構築
– デブリ問題等安定的宇宙を阻害する要因の排除の協調
– 日本がCode of Conduct遵守を先導するリーダーシップを



防衛省資料 基本政策部会（2014.7.18)



（２）安全保障・民生利用に資する施策

• 衛星測位分野
–準天頂衛星：４機体制の確実な実現・利用と７機へ

• 衛星リモセン分野
–安全保障ニーズと公共・ビジネスニーズへの対応

• 通信放送分野
–利用主導の研究開発と企業の国際競争力強化

• 宇宙輸送分野
–新型基幹ロケット、イプシロン高度化の着実な進捗



内閣府資料 基本政策部会（2014.7.18)



内閣府資料 基本政策部会（2014.7.18)
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2-4号機体制の開発
整備 [内閣府]

7機体制に向けた追加３機の開発整備
[内閣府]

４．（２）① i）衛星測位

4機体制の運用
(GPSと連携した測位サービス)
[内閣府]

1機体制の運用
(初号機「みちびき」の維
持・運用)
[内閣府、総務省、文部科学省]

7機体制の
運用(持続測位)
[内閣府]

打ち上げ

15

初号機「みちびき」後継機の開発整備
[内閣府]

打ち上げ

打ち上げ


